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１　調査の概要

　⑴　調査の趣旨

　　　県内公立小・中学校の児童生徒を対象に、全県的な規模で学習状況の調査を行い、学習指導要

領における各教科の目標や内容の定着状況を把握し、学習指導上の課題を明らかにするととも

に、各学校が指導の改善に活用することができるよう、県全体の調査結果と学習指導の改善の方

向性を示した資料を作成し、本県児童生徒の学力向上に資する。

　　調査の内容等

　　ア　教科の調査問題については、学習指導要領に基づき、教科の目標及び内容のうち、基礎的・

基本的な知識・技能等を問う問題と知識･技能を活用して課題を解決するために必要な思考力･

判断力･表現力等を問う「活用」に関する問題について出題し、調査を行った。ただし、各教

科とも、評価の観点の一つである「関心・意欲・態度」については、問題に含めないこととし

た。

　　イ　各教科の調査問題の出題範囲は、以下のようにした。

    　　小学校：第４学年の内容及び第５学年の１学期相当分の内容

    　　中学校：第１学年の内容及び第２学年の１学期相当分の内容

　　ウ　年間指導計画や教科書の内容配列等により、調査問題に履修していない内容が含まれている

場合は、それには解答させないこととした。

    エ　「学習に関する意識や実態」について、質問紙による調査を行った。

　　調査対象学年及び教科等

　　ア　小学校第５学年「国語」、「社会」、「算数」、「理科」

　　　　　　　　　　　「学習に関する意識や実態」（質問紙調査）

　　イ　中学校第２学年「国語」、「社会」、「数学」、「理科」、「英語」

　　　　　　　　　　　「学習に関する意識や実態」（質問紙調査）

　　調査実施学校数及び児童生徒数

　　ア　小学校　３０８校　第５学年（県内全児童）    １１，１１４人

                                                   

　　イ　中学校　１６０校　第２学年（県内全生徒）    １２，０６０人

      ※　調査対象児童生徒の在籍がなかったため、調査を実施しなかった小学校１校、中学校２校

を除く。

　　　※　学校教育法第81条で規定されている特別支援学級の児童生徒については、特別の教育課程

によって学習している場合もあることから、調査の実施に当たっては、個々の学習内容の履

修状況に応じて、校長が判断するものとした。



－ 4 －

　　調査実施日

　　　県下一斉実施日を以下のように定めて実施した。

　　ア　小学校　　平成26年８月27日（水）

　　イ　中学校    平成26年８月27日（水）

　　調査実施方法等

　　ア　小学校においては、「国語」、「算数」、「社会」、「理科」、「学習に関する意識や実態」の順で

実施することとし、実施時刻については、児童の負担を考慮し、各学校が定めることとした。

　　イ　中学校においては、「国語」、「英語」、「数学」、「社会」、「理科」、「学習に関する意識や実態」

の順で実施することとし、実施時刻については、生徒の負担を考慮し、各学校が定めることと

した。なお、「学習に関する意識や実態」の調査については、教科の調査と同日でなくてもよ

いこととした。

　　ウ　１教科当たりの調査時間は、小学校は45分、中学校は50分とした。また、質問紙による調査

については、調査時間を15分とするが、児童生徒全員が記入を終えることができるよう、必要

に応じて時間を延長してもよいこととした。

　　エ　実施後の採点、集計結果等の処理については、まず調査実施校において行うこととした。そ

の後、所管の市町村教育委員会、教育事務所が順次集計を行い、最後に県教育委員会がそれら

を総括することとした。


